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In January 2021, the National Council on Radiation Protection and Measurements (NCRP) issued a statement along with its 
accompanying documents, recommending that gonadal shielding should not be used routinely during abdominal and pelvic 
radiography, and that federal, state, and local regulations and guidance should be revised to remove any actual or implied 
requirement for routine gonadal shielding. Given its direct relevance to Japan, Japan Health Physics Society established a 
working group (WG) in March 2021 to translate it into Japanese, make Japanese translation publicly available, and publish 
a review article. In June 2021, the WG published Japanese translation in this journal. While preparing translation, the WG 
recognized the need of supplementary explanations for several aspects to help better understand NCRP Statement No. 
13.	The	first	aspect	is	a	series	of	discussions	toward	a	consensus	formation	made	in	various	relevant	US	associations	and	
organizations, leading to a statement. The second is underlying science for heritable genetic effects, shielding, and imaging. 
The	third	is	exemplification	of	concrete	cases	for	more	practicality.	This	review	article	therefore	aims	to	address	these	aspects.
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NCRP Statement No. 13「腹部・骨盤部単純 X線撮影時の慣例的な生
殖腺遮蔽の廃止に向けた NCRP勧告」とその付属文書：経緯と最近の

関連動向

I　は じ め に

米国放射線防護審議会（National Council on Radiation 

Protection and Measurements: NCRP） は，2021 年 1 月 12

日に，生殖腺防護に関する声明（NCRP Statement No. 13）1)，
ならびに，その付属文書として適用ガイダンス 2)と説明
用三つ折りパンフレット 3)を公開し，これによって，腹
部や骨盤部の単純 X線撮影時における生殖腺遮蔽は放射
線防護の慣例として正当化されないと勧告した。この声
明は，本邦においても参考となるものであり，日本語版
の公開によって，国内でより多くの方々に情報共有が可
能になる。そこで，（一社）日本保健物理学会の理事会
の下に設置された「生殖腺防護に関する NCRP声明」翻
訳ワーキンググループが，2021年 3月に声明と付属文書
を和訳して，2021年 6月に日本語版を本誌に公開した 4)。
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この翻訳の過程で，NCRP Statement No. 13 1)をより深く
理解するには，声明の刊行に至るまでの米国関連諸団体
での議論，遺伝性（的）影響・遮蔽・撮影に関する科学
的根拠，ならびに現場対応に関する解説が必要であると
感じた。そのため，本稿では，これらの点について解説
するとともに，関連する国内動向を紹介する。

II　NCRP声明の刊行に至るまでの米国関連団体の動向

1.　NCRP

NCRPは，米国向けに放射線防護体系の枠組みを勧告
する非政府・非営利団体である。米国での NCRP，科学
報告書を作成する米国科学アカデミー（National Academy 

of Sciences: NAS），規制を担当する米国原子力規制委員会
（Nuclear Regulatory Commission: NRC）の関係は，国際レ
ベルでの国際放射線防護委員会（International Commission 

on Radiological Protection: ICRP），国連科学委員会（United 

Nations Scientific Committee on the Effects of Atomic Radiation: 

UNSCEAR），国際原子力機関（International Atomic Energy 

Agency: IAEA）との関係に似ている。NCRPには 23のリ
エゾン機関があり，そのうちの 2つが日本の原子力規制委
員会と放射線審議会である。

NCRPは，放射線の防護・測定について調査し，独自
の科学的評価と厳しい査読制度によって信頼性が高い刊
行物（10頁未満の声明，100頁前後のコメンタリー，数
100頁のレポートのいずれか）を作成して，米国連邦政
府や社会に提供している 5)。NCRP刊行物は，ICRPや
UNSCEARの刊行物でも重要な根拠としてしばしば引用
されている。

NCRP に は，7 つ の 専 門 委 員 会（Program Area 

Committees 1 to 7：PAC 1から PAC 7）がある。そのう
ち，PAC 4は，医療を扱う専門委員会であり，その専門
領域は ICRPの第 3専門委員会に相当する。NCRPの科
学委員会（Scientific Committee: SC）は，刊行物を作成
するためのアドホックなグループで，ICRPのタスクグ
ループに相当する。NCRP Statement No. 13 1)は，PAC 4

傘下に設置された SC 4–11が作成し，2020年 7月の公
開意見募集 6)を経て，2021年 1月 12日に公開された。
NCRP Statement No. 13 1)の作成にあたり，米国医学物理
学会，米国放射線科専門医認定委員会，米国放射線科専
門医会，米国放射線技師協会，Image Gently®，米国小児
放射線学会が，NCRP SC 4–11の活動を財政支援した。

2.　米国食品医薬品局（Food and Drug Administration: 

FDA）

FDAは，国民の健康福祉の保護・増進を目的に，食
品や医薬品等の安全性や有効性を確保するための検査や
監視を実施する米国の政府機関である。FDAは，生殖
細胞の遺伝子突然変異によって遺伝的影響を誘発するか
もしれない放射線被ばくから生殖腺を防護するために遮
蔽すべきという勧告を米国連邦規則集（Code of Federal 

Regulations: CFR）第 21部 1000.50項に 1976年から含め
てきたが，それを全廃するための規則修正を 2019年 4

月に提案した 7)。この修正案では，腹部・骨盤部撮影時
に生殖腺を防護するため遮蔽すべきとする勧告が除外さ
れている。

3.　米国医学物理学会（American Association of Physicists 

in Medicine: AAPM）

AAPMは，医用画像や放射線治療などの医療におけ
る放射線利用における正確性，安全性，品質管理に関す
る研究等，医学物理学分野の研究者らにより構成される
学術団体である。AAPMは，2019年 4月に患者の生殖
腺と胎児の遮蔽具の使用に関する声明を発表した 8)。X

線画像診断中に患者の生殖腺や胎児の遮蔽具を使用する
と，解剖学的情報が不明瞭になり，画像システムの自動
露出制御装置（automatic exposure control: AEC）の機能
が妨げられ，画像検査の診断効果を損ない，実際には患
者の放射線の線量増加をもたらす可能性があり，これら
のリスクと，胎児と生殖腺の遮蔽具に関連する最小限か
ら存在しない利益のために，AAPMはそのような遮蔽
具の使用を中止することを推奨している。
遮蔽具の使用によって，放射線被ばくに対して不安を
持つ患者や保護者を安心させられるが，使用を必要とす
る包括的な声明は，現在の証拠では支持できない。さら
に，AAPMは，診療放射線技師の教育プログラム（患
者への働きかけを含む）が，生殖腺と胎児の遮蔽具の限
られた有用性と潜在的な欠点に関する情報を提供するこ
とを推奨している 9–12)。

4.　米国放射線科専門医会（American College of Radiology: 

ACR）

ACRは，米国の放射線診断医，放射線腫瘍医，核
医学医師，医学物理士により構成される団体である。
ACRは，2019年 6月に患者の生殖腺と胎児の遮蔽に関
する AAPMの声明の支持を表明した 13)。ACRは，これ
が実践における大きな変化であることを認識しており，
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AAPMやその他の利害関係者グループと積極的に協議
を進め，トレーニングや教育プログラム，および臨床現
場に役立つ推奨事項の作成を支援するとしている。
その他，オーストラリア医学物理協会（Australasian 

College of Physical Scientists & Engineers in Medicine: 

ACPSEM），カナダ放射線科医協会（Canadian Association 

of Radiologists: CAR），カナダ医学物理学学会（Canadian 

Organization of Medical Physicists: COMP），米国保健物理
学 会（Health Physics Society: HPS），Image Gently® ア ラ
イアンス，北米放射線学会（Radiological Society of North 

America: RSNA）等がAAPMの声明に支持を表明している。

5.　米国放射線技師協会（American Society of Radiologic 

Technologists: ASRT）

ASRTは，米国の診療放射線技師の団体で，優れた患
者ケアと安全性の高い放射線診療を実施するためのリ
ソースを提供している。ASRTは，AAPMの声明を慎重
に検討した結果，生殖腺と胎児の遮蔽は施設と診療放射
線技師にとって長年の慣行であるため，この問題は診療
放射線技師コミュニティ内で最重要事項であり，さら
に，何十年にもわたって実施されてきた放射線安全の実
践を変更するには，教育プログラム，州法，認証，施設
プロトコル，および患者の期待を修正する必要がある
ため，この問題を軽視できず，2019年 7月の時点では，
AAPMの提案を承認しなかった 14)。
その後も検討が続けられ，2021年 1月，特に腹部・
骨盤部の単純 X線撮影時の生殖腺と胎児の遮蔽具の使
用の中止を支持する声明を発表した 15)。診療放射線技術
の大幅な進歩により，単純 X線撮影中の患者の放射線
の線量が減少し，臨床診療におけるこの変化が始まった。
ただし，標準的な診療から全て患者の遮蔽具を排除する
ことは，医療放射線被ばくに関連する公表されたリスク
の広範なメディア報道のために，公衆や患者の間に存在
する放射線恐怖症を悪化させる可能性がある。そのため，
診療放射線技師の標準的な慣行として全ての患者の遮蔽
を廃止することを検討する前に，患者への放射線の線量
を大きく低減した最近の技術の進歩と，放射線の不可欠
な役割について，患者と医療関係者に伝えることが不可
欠である，としている。

III　遺伝性（的）影響

生殖腺遮蔽は，医療被ばくによる遺伝性（的）影響の
可能性を最小限にするために 1950年代から推奨されて
きたが，NCRP Statement No. 13 1)で生殖腺遮蔽の廃止が

勧告された要因のひとつは，遺伝性（的）影響のリスク
が従来の推定よりはるかに低いと判断されたためであ
る 1, 4)。
有性生殖における生殖細胞は，配偶子のことで，原

始生殖細胞から卵子と精子までの一連の系列細胞を指
す。体細胞とは，生殖細胞以外の全ての生体構成細胞で
ある。遺伝物質とは，遺伝情報を担う核酸のことで，細
胞核内の DNAや染色体を指す。遺伝物質の遺伝子突然
変異や染色体異常に起因する影響は，生殖細胞の場合は
子孫に伝わるが，体細胞の場合は遺伝的に子孫に伝わる
ことはない。遺伝性影響（heritable/hereditary effect）は，
生殖細胞の遺伝物質に生じた遺伝子突然変異や染色体異
常により，子孫に伝わる継世代影響のことである。遺伝
的影響（genetic effect）は，遺伝物質に遺伝子突然変異
や染色体異常が生じることで，子孫に影響が伝わらない
体細胞の遺伝物質への影響を含むため，遺伝性影響より
広義である。NCRP Statement No. 13 1)で頻繁に使われた
heritable genetic effectは，直訳すると遺伝性の遺伝的影
響であるが，日本語版の作成にあたっては，遺伝性（的）
影響と訳すことにした 4)。

ICRP 16)も NCRP 17, 18)も，遺伝性影響を確率的影響に
分類し，その線量応答関係に直線しきい線量なし（linear-

nonthreshold: LNT）モデルを採用している。確率的影響
としての遺伝性影響は，単に遺伝子突然変異や染色体異
常が被ばく者の子孫に生じることではなく，個体レベル
での継世代影響が生じることである。ICRPは，生殖腺
（精巣と卵巣）の組織加重係数（wT）を定めるにあたり，
1977年主勧告 19)では，被ばく者の子（第 1世代）と孫
（第 2世代）に生じる遺伝性影響が考慮された。しかし，

1980年のブライトン声明 20)で，第 3世代以降に生じる
遺伝性影響に関する懸念が示されことを受けて，1990

年主勧告 21)では，被ばく者の子孫の全世代（未来永劫）
に生じる遺伝性影響が考慮された。1990年主勧告 21)で
は，人口構造，人口統計，医療施設などが何百年間も
変化しないと仮定されているが，これは問題であると
ともに，UNSCEARの 2001年報告書 22)と NASの BEIR 

VII報告書 23)の判断に従って，2007年主勧告 16)では第 2

世代までに生じる遺伝性影響が考慮された。その結果，
生殖腺の wTは，1990年主勧告 21)での 0.20から 2007年
主勧告 16)での 0.08に引き下げられた。wTを判断するた
めの損害（デトリメント）の算出にあたって考慮され
ている遺伝性影響は，重篤な遺伝性影響であって，反
復 DNA配列など，重篤な疾患につながらない塩基配列
の変化は考慮されていない。2007年主勧告 16)での遺伝
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性影響のリスクは，1 Svあたり全集団で 0.2%，成人で
0.1%で，この値は，UNSCEARの 2001年報告書 22)での
値と一致している。なお，卵巣の wTのうち，がんによ
る損害は，1977年主勧告 19)では含まれていなかったが，
1990年主勧告 21)と 2007年主勧告 16)では含まれている。
遺伝性（的）影響は，マウスとハエの実験では認めら

れている。それに対して，ヒトでは，知見が第 1世代か
第 2世代に限られているものの，統計学的に有意な遺伝
性影響は認められていない。ヒトで遺伝性（的）影響
が認められていない科学的根拠として，NCRP Statement 

No. 13 1)では，2006年の BEIR VII報告書 23)と原爆被ば
く者の第 1世代（被爆二世）に関する 1981年の論文 24)

を引用している。その後の原爆被ばく者での解析でも
遺伝性影響は認められていないし 25)，2013年の NCRP 

Report No. 174（胎内被ばくに関する報告書）26)と 2018

年の NCRP Commentary No. 27（LNTモデルに関する報
告書）27, 28)でも，ヒトで遺伝性影響はないと結論づけら
れている。
原爆被ばく者の第 1世代に生じる遺伝性影響に関する
最新の知見は，2021年に報告された 29)。第 1世代にお
ける先天性形成異常と周産期死亡（死産と早期新生児
死亡）の調査が 1948年から 1954年に実施され，1956

年から 1990年までに有意な影響はないと報告されてき
た 24, 30, 31)。最新の生殖腺線量情報と線量応答解析手法を
用いて再解析をしたところ，先天性形成異常と周産期死
亡のリスクが増加傾向であり，両親合計の生殖腺線量に
対する周産期死亡（死産と出生後 14日以内の新生児死
亡）のリスクは有意な増加が認められたが，放射線以
外の要因の調整が十分でないため，リスクの増加傾向を
遺伝性影響と解釈はできず，今後の更なる解析が必要で
ある。先天性形成異常と周産期死亡以外の遺伝性影響に
関する最新の知見は，2013年 32)と 2015年 33)に報告さ
れた 1946年 5月から 1984年の間に生まれた第 1世代の
解析結果である。2013年論文 32)では，2006年に 11,951

人の第 1世代（平均 49.1歳）を解析したところ，多因
子性の非がん疾患（循環器疾患と糖尿病）と高コレス
テロール血症の有病率が増加していないことが報告さ
れた。2015年論文 33)では，75,327人の第 1世代（平均
53.1歳）を 2009年まで追跡したところ，がんと非がん
疾患の死亡リスクが増加していないことが報告された。
しかし，60歳をこえていた第 1世代は，2013年論文 32)

では 1名もおらず，2015年論文 33)では 23%いるが最高
齢が 63歳である。第 1世代での遺伝性影響のリスクを
検討するには，疾病が完全に発現するまであと数十年の

追跡が必要であり，追跡が継続されている。原爆被ばく
者以外の最新の知見としては，1986年のチェルノブイ
リ事故の作業者や避難者（累積生殖腺線量 365 mGy，最
大 4,080 mGy）から 1987年から 2002年に生まれた 130

人の子ども（第 1世代）において，生殖細胞系列に生じ
る新規遺伝子突然遺伝子変異を指標としたと遺伝性影響
は認められないことが，2021年に報告されたところで
ある 34)。

ICRPは，2007年主勧告 16)にて，第 2世代までの遺伝
性影響を仮定することについての不確実性を十分に認
識しており，今後も調査を続けるとしている。ICRPは，
2007年主勧告以降，遺伝性（的）影響に関する報告書
を刊行していないが，1929年ころに刊行を予定してい
る次期主勧告の検討に向けて，第 1専門委員会傘下に遺
伝性影響に関するタスクグループの設置を検討中であ
る。UNSCEARは 2001年報告書以降，遺伝性影響に関
する報告書を刊行していない。

IV　遮蔽・撮影に関する根拠となった論文の内容，現

場対応に関する説明

NCRPが，腹部・骨盤部の単純 X線撮影時における
生殖腺遮蔽が放射線防護の慣例として正当化されないと
勧告した根拠が，NCRP Statement No. 13 1)に 6つ示され
ている。1つ目は，これは第 III章で述べたとおり，遺
伝性（的）影響のリスクが，従来の推定より現在ははる
かに低いと考えられている点である。本章では，残りの
5つについて，その根拠となった論文の概要を紹介する。
まず 1950年代からの技術改良によって，単純 X線撮

影による骨盤内臓器への吸収線量が最大 95%まで減少
したという点である。JEUKENSら 35)によると，骨盤部
の単純正面X線撮影の際の後方散乱を含む入射空気カー
マは，1896年から 2018年の間に約 400分の 1まで減少
しており，それには装置や周辺機器に関する基準の設定
や性能の向上などが線量低減に大きく寄与している。た
とえば 1950年代前半には，総濾過 2.5 mmアルミニウム
当量未満の X線ビームが広く用いられていたが 36)，こ
れは使用する X線ビームの中に低エネルギーの X線が
多く含まれていることを意味しており，単純 X線撮影
時の入射空気カーマが高くなる原因のひとつであった。
しかし現在では，患者に必要以上の線量を与えずに意図
した診断画像を得るために，一部の装置を除いて総濾過
2.5 mmアルミニウム当量以上の X線ビームを用いるこ
とが規定されており 37)，それによって，患者に必要以上
の線量を与えずに意図した診断画像を得ることが可能と
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なっている。また，X 線発生装置および受像器の改良も
線量低減に大きく寄与している。
次に，生殖腺遮蔽が AECの使用に影響を及ぼすため，

より放射線感受性が高いかもしれない他の腹部・骨盤部
の臓器線量を増加させるという点である。AECは任意
の撮影部位に対して常に適正な X線量になるように制
御する装置であり，被写体透過後の X線を検出し，適
正な X線量に達した時に X線照射が停止するように制
御している。透過 X線を検出する検出器として，本邦
ではホトタイマが多く使用されている。ホトタイマは検
出用蛍光体の平均光量で動作するため，撮影部位に合わ
せた採光野を選択する必要があるが，生殖腺遮蔽具に
よって採光野の一部もしくは全体が覆われてしまうと，
検出用蛍光体に到達する X線量が少なくなってしまう
ことから，結果的に照射時間が長くなってしまい，撮影
領域内にある他の臓器への X線量が増加してしまうこ
とになる。生殖腺遮蔽具によって AECの採光野が覆わ
れた場合，5歳児ファントムでは管電流時間積が 1.58倍，
面積空気カーマ積算値で 1.63倍，成人ファントムでは
管電流時間積と面積空気カーマ積算値がともに 2.47倍
となり，その結果，生殖腺遮蔽具によって覆われていな
い腹部・骨盤部臓器の吸収線量が，5歳児ファントムで
は 21～ 51%，成人ファントムでは 17～ 100%増加する
ことが示されているが 38)，これは生殖腺遮蔽具によって
AECシステムが照射時間を必要以上に長くしてしまい，
総出力線量が増え，その結果として生殖腺遮蔽具によっ
て遮蔽されていない照射野内臓器の線量が増えることを
明確に示したものである。診療放射線技師が生殖腺遮蔽
を施した上で撮影する際には，採光野の位置に生殖腺遮
蔽具が重なっていないかどうか目視による確認は難し
い。そのため，生殖腺遮蔽具と AECを併用する際，線
量の増加を確実に避けることは難しい。
次に，生殖腺遮蔽は骨盤部の解剖学的構造の一部を覆
い隠し，X線画像上の重要な所見を覆い隠す可能性があ
るという点である。生殖腺遮蔽具が適切に配置されてい
たとしても，覆い隠される部分に X線画像上の重要な
所見がある可能性は否定できないことから，生殖腺遮蔽
具を配置することによるリスクについてもよく認識して
おく必要がある。特に小児の場合は，体動によって生殖
腺遮蔽具が配置から照射の間にずれてしまう可能性も考
慮しなければならず 39)，生殖腺遮蔽具が X線画像上の
重要な所見を覆い隠す可能性はさらに高いといえる。
次に，遮蔽具の面積が限られていることと，患者の解

剖学的構造の正常変異によって，生殖腺遮蔽は大多数の

患者の生殖腺を完全には遮蔽できないことがある点であ
る。女性の体内における卵巣の位置は，個人差がかなり
大きいことが知られており，卵巣の位置は腸骨稜の上方
4 mmから下方 120 mm（平均 49.9 mm），上前腸骨棘か
ら正中方向へ 8.8～ 106.6 mm（平均 48.9 mm）にわたる
との報告もあることから 40)，卵巣を生殖腺遮蔽具で確実
に覆い隠すことは難しい。一方，男性の精巣は通常は陰
嚢内に位置するため，より小さい生殖腺遮蔽具を比較的
正確に精巣の位置に配置することが可能であるが，思春
期前は精巣の位置が比較的高いこと，および停留精巣（精
巣が陰嚢まで下りる過程で止まる異常），移動性精巣（精
巣が陰嚢の中に入ったり陰嚢の外に出たりする異常）の
男児が一定割合で存在することを加味すると，陰嚢位置
に生殖腺遮蔽具を配置しても，必ずしも精巣自体を遮蔽
できていない可能性がある点を見逃してはならない。
最後に，卵巣への生殖腺線量の大半は，生殖腺遮蔽に
よって減衰しない散乱 X線によるものであるという点
である。X線ビームは，患者の体と相互作用を起こす前
には一次 X線のみで構成されているが，患者の体を通
過するにつれて，減弱によって一次 X線が減って，散
乱 X線が生じる。その結果，一次 X線量に対する散乱
X線量の比（scatter-to-primary ratio: SPR）は，体内の深
い位置であるほど増加する。通常のビーム濾過の X線
の SPRは，成人ファントムの精巣で 0.68，卵巣で 1.47，
5歳児ファントムの精巣で 0.71，卵巣で 1.61，新生児ファ
ントムの精巣で 0.52，卵巣で 0.92との報告があり 41)，
前述のとおり，体の深い位置にある卵巣の方が高い SPR

となっている。SPRが高いということは，遮蔽されて
いない撮影範囲において発生した散乱 X 線がより多く
生殖腺に到達することを意味しており，それは生殖腺の
前面に配置した生殖腺遮蔽具では除去することができな
い。
このように，生殖腺遮蔽が放射線防護の慣例として正
当化されないと勧告するに至った背景にはいくつかの科
学的な根拠があるが，実際にはそれだけでは解決しない
問題が存在しているため，これらの問題への対応策も同
時に示していかなければ，単に医療現場の混乱を助長す
るだけになってしまう可能性がある。そこで NCRPは，
Statement No. 13 1)の刊行に併せて，腹部・骨盤部単純 X

線撮影時の慣例的な生殖腺遮蔽の廃止に向けた適用ガイ
ダンス 2)を公開している。このガイダンスは，生殖腺遮
蔽の慣行変更に関するコミュニケーション戦略に焦点を
当てたものとなっている。生殖腺遮蔽の廃止自体が科学
的に正当な判断であったとしても，何の戦略や事前準備
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も無く突然生殖腺遮蔽を廃止してしまっては，患者やそ
の介護者，さらには医療従事者にすら受け入れられない
可能性が高い。変更の根拠自体は理解できたとしても，
感情的に受け入れる気にならないという場合も想定され
る。
医療現場で重要なことは，まず関与するすべての医療

従事者に生殖腺遮蔽の慣行変更を納得してもらうことで
ある。たとえば，ある診療放射線技師は生殖腺遮蔽を中
止しているにも関わらず，他の診療放射線技師は生殖腺
遮蔽を継続しているような場合には，往々にして生殖腺
遮蔽を継続している側の対応が適切であると判断されが
ちであるため，生殖腺遮蔽の慣行を変更する際には，施
設内の画像検査に関わるすべての医療従事者にその正当
性を納得してもらった上で，施設内で一斉に変更される
べきである。その際には，生殖腺遮蔽の慣行変更に関す
る背景や状況も十分に提供すべきであり 2)，たとえば職
能団体や学術団体がそのためのリソースを提供すること
は有効であろう。
次に重要なことは，患者や介護者との丁寧なコミュニ

ケーションである。まず，患者や介護者に直接応対す
る診療放射線技師は，患者や介護者の懸念を見越しつ
つ，丁寧なコミュニケーションを行う必要がある。そ
の際には，放射線リスクに関する誤解を生み出す心理
的，社会学的，文化的な要因をよく理解しつつ，効果的
なリスクコミュニケーションを行うことが極めて重要で
ある 42)。それに加えて，患者や介護者が追加の疑問や懸
念を抱いた際に，対応する診療放射線技師をサポートす
るための体制を構築しておくべきである。放射線科医を
はじめとする他の医療従事者からのサポートも必要不可
欠であり，決して慣行の変更に熱心に取り組んでいる一
部の診療放射線技師を孤立させるというような状況を施
設内で作ってしまってはならない。さらに，待合室や更
衣室などに患者や介護者に向けた案内を掲示して，慣例
変更に関する案内を行うことも有効であろう。NCRPは
Statement No. 13 1)および適用ガイダンス 2)の発出に併せ
て，説明用の三つ折りパンフレット 3)を提供しているが，
本邦においても本邦の実情に合わせた同様のパンフレッ
トを職能団体や学術団体などが作成し，多くの医療現場
に提供するとよいかもしれない。
生殖腺遮蔽自体は 1950年代から続いてきた慣行であ
り，生殖腺遮蔽の廃止に関する科学的な正当性が示され
たとしても，医療現場がその慣行を変更するプロセスは
決して単純ではない。したがって，科学的根拠のみを提
示して，あとの対応は現場任せにするというアプローチ

は決して推奨されるものではなく，さまざまな可能性を
想定して，各医療施設や診療放射線技師をサポートする
仕組みを構築していく必要がある。

V　お わ り に

本稿では，NCRP声明の刊行に至るまでの米国関連諸
団体での議論，遺伝性（的）影響・遮蔽・撮影に関する
科学的根拠，ならびに現場対応に関して解説した。日本
国内でも，患者への放射線遮蔽具の着用の是非について
以前から議論されてきた 43)。しかし，その対応は，科学
的な面だけでなく，患者への伝え方や心情への配慮も求
められることから，施設によって異なっているのが現状
である。（公社）日本放射線技術学会の放射線防護部会
に「小児股関節撮影における生殖腺防護に関する検討班」
が 2020年 4月に立ち上げられ，国内の小児股関節撮影
における生殖腺防護の実態調査が進められている。本件
は，腹部・骨盤部撮影に関連する整形外科，小児科，婦
人科，放射線科といった診断をする医師，検査を実施す
る診療放射線技師，検査の説明をする機会のある看護師，
検査を受ける患者や介護者など，多くの人が関わってく
る。現状，日本での放射線診療における生殖腺防護にお
いては，FDAの CFRのように具体的な方法を示したり
法的拘束力を持つものはないが，特に放射線診療関係者
はこのような声明が出されていることを把握しておくと
ともに，今後の関連学協会等の動向を注視する必要があ
る。

利益相反の開示

開示すべき利益相反状態はない。
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